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狛江市合同部活動 運営マニュアル（案）

【11月 5日時点】

※黄色ハイライト部分は特に検討を要する事項。

１．合同部活動を行うことで得られた成果

これまで狛江市立中学校では、合同部活動の取組を進めており、令和７年度時点で活動を行

う野球とサッカーについて、主に以下のような成果が得られた1。

【生徒にとっての成果】

ž 生徒は他校の生徒と触れ合う機会の確保（また、小学校で既に合同でやっている競技の

場合は、学校外の関係性の継続を確保）

ž 自身の適性にあったチーム内での役割発揮（人数が限定される場合は適性に合わない

ポジションを担わざるを得ない例もあった）

ž 大会参加機会や上位大会への挑戦機会の獲得

ž 自校以外の指導者と触れ合う機会の確保

【教職員にとっての成果】

ž 顧問業務、特に大会参加に伴う業務を複数の顧問で分担可能（特に休日出勤を避けられ

る）

ž 突発的な学校でのトラブル等の対応の際、他顧問により部活動を運営可能

ž 拠点校でない場合は平日の部活動指導の負担が軽減可能

２．合同部活動を行ううえでの基本原則

【はじめに】

ž 本基本原則の考え方としては、あくまで原則のため、原則にそぐわない事態が発生した

場合等は学校長の責任のもと、学校において柔軟に判断する必要がある。また、判断に

際しては、関係する学校の顧問間の調整だけではなく、参加する生徒の意見表明の機会

を十分確保すること。

ž 合同部活動は部活動の一形態であり、ここに定めのない事項は狛江市部活動ガイドラ

インに即した運用を行う。

以下の項目ごとに原則を示す

【運営形態】

ž 基本的には、（平日も活動を共にする）拠点校方式を採用する。

1令和７年７～８月に狛江市中学校４校の部活動の顧問にヒアリング調査を実施。
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ž ただし、休日のみの活動や一部平日の活動の方が望ましい場合は合同チーム方式も認

めるが、大会参加に際して引率や参加要件等が拠点校方式と異なる可能性がある点に

留意すること。

【対象校・活動拠点】

ž ニーズのある学校が２つ以上（必ずしも４校参加を必要としない）あれば、合同部活動

として実施できる。

ž 活動拠点となる学校は４月末時点で参加人数（１～３年の合計）の最も多い学校を原則

とする。ただし、校庭や体育館の施設設備・備品の状況、空き状況を踏まえ、効果的な

運営が難しい場合は、学校間で調整を行う。

【拠点校への移動】

ž ヘルメットを着用した場合、自転車移動を可能とする。その際、学校から帰宅後、（必

要に応じ部活動に必要なユニフォーム等に着替えて）活動場所に向かうこととする。た

だし、在籍する学校から自宅までの距離が片道 30分以上かかる等の特別な事情がある

場合で、かつ、学校長が認める場合において、合同部活動の活動日については、通学段

階で自転車を利用することも可能とする。

ž なお、移動に際して顧問の引率は不要であり、移動にかかる経費がある場合は保護者負

担とし、移動中のトラブル・事故等に関しては保護者が一義的に責任を負う。

【活動日】

ž 拠点校方式を原則とするため、休日だけでなく、平日や長期休業時も合同部活動を行う

こととする。

ž ただし、各学校の教育課程（行事を含む）が異なることも踏まえ、練習計画等の作成や

予定管理を行う際は、学校間で十分に情報共有を行うこと。そのうえで、在籍校の学校

活動や行事等がやむを得ず重なった場合、原則として在籍校の活動を優先する。

【活動時間】

ž 移動に伴う時間を鑑み、合同部活動の開始時間は水曜日を除いて 16 時 30 分以降とし、

合同部活動に限って、活動終了時間を 17時 50 分とする。（部活動ガイドラインのとお

り、単独で行う部活動は活動終了時間を 17時 30 分とする。）

ž 水曜日の活動開始時間は 16 時とし、活動終了時間を 17時 30 分とする。

【顧問の役割】

ž 活動拠点となる学校の顧問について、中心的な役割を担う代表顧問とする。

ž それ以外の参加学校には、部員数に応じて、各学校間の連絡調整や中体連の登録・研修
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参加を担う担当（事務顧問）を設けるか、事務顧問の業務に加え大会参加時等の人手が

必要な場合において協力を行う顧問（管理顧問）を設けるか、各部活動ごとに協議のう

え決定する。

ž なお、中心的な役割を担う代表顧問も含め、部活動指導員等の外部人材を活用すること

も検討されたい。

ž 指導方針については原則代表顧問が決定することとする。生徒が指導方針に従わず、部

活動の運営に支障がある場合は、代表顧問から所属校の校長を経由して、在籍校の学校

長に連絡のうえ、生徒の活動参加を中止することができる。

【保護者理解】

ž 中学生の保護者に対して、各学校は部活動の基本方針の概要版を用い、どの部活動もニ

ーズに応じて合同部活動になる可能性がある点を年 1回以上は口頭で共有すること。

また、小学校は小学校高学年の保護者にも年 1回は口頭で共有すること。

ž そのうえで、合同部活動の検討を行う必要がある見込みが立つ部活動については前年

度の 10 月頃の見学会や 10 月以降の保護者会等において必ず検討状況について情報共

有を行う。

ž また、合同部活動に参加する保護者に対しては、連絡体制やユニフォーム、大会参加、

部費等について各部活動の代表顧問から丁寧に説明を行えるよう、部活動保護者会を

合同で行うことが望ましい。

【大会参加】

ž 大会参加は運営参加の原則のとおり、拠点校方式で行うこととし、部員数等、必要に応

じてチーム数を複数にしてエントリーすることも検討すること。

ž なお、合同チーム方式で参加希望がある部活の場合、代表顧問（部活動指導員は不可）

の引率が可能だが、部活動指導員のみで構成する場合は引率に課題がある点に留意す

ること。

ž また、個人競技の大会参加資格は在籍校の登録・引率が必要だが保護者が可能なものも

あるため、公益財団法人日本中学校体育連盟の規定を確認し、計画的に保護者や学校管

理職と相談すること。（※大会参加費は現在、各学校ともに支払いが必要となっており、

都に改善要望中。）

【連絡体制】

ž 通常時の連絡体制として Forms 等を利用し、出欠（遅刻含む）の連絡を管理できる体制

を整える。また、顧問から保護者への諸連絡については、在籍する学校別ではなく、部

活動単位で連絡することが望ましい。

ž なお、保護者が利用する連絡ツールの種類は少ない方が望ましいが、土日の大会参加等
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における連絡体制として Forms の利便性が低い場合は、セキュリティポリシー等も確

認のうえ、無料アプリケーションを利用することも可能とする。

ž また、緊急時の連絡体制としては、後述の安全管理の項目のとおり。

【費用負担・消耗品費の支出】

ž 単独運営の部活動同様に、部費による運営を行う。なお、単独運営の部活動同様、各学

校では部費とは別に、学校予算の中の特別活動費を用い、部活動運営に係る費用を捻出

している。

ž この点、特に拠点となる学校では石灰や水光熱費等の按分の難しい費用の負担も少な

くない可能性はあるが、各学校の経費管理の効率性等を鑑み、当面は合同部活動に特化

した活動費を設定することはしない。今後、合同部活動としての活動が主流になる際に

は再度検討を行う。

【安全管理】

ž 事故発生時は、部活動同様に、日本スポーツ振興センターによるスポーツ共済保険が適

用される。ただし、救急搬送が必要である等の緊急時の対応については、引率する顧問

が、事前に生徒から提出のあった緊急連絡先（緊急連絡先となる方の氏名、連絡先、優

先順位）に基づき、対応を行う。その際、生徒の在籍校の管理職にも速やかに情報共有

を行う。

ž また、拠点校の AED の配置状況（土日も含めて取り出し可能か等）について、顧問は事

前に確認をすること。

【備品管理】

ž 拠点校において部活動の実施に必要な備品等の管理を行う。

【ユニフォーム等の整備】

ž 大会参加等を考慮しユニフォームや肌着等を共通化することが望ましい場合は、新た

に整備し、参加する家庭が費用負担をすることを基本とする。ただし、これまで各学校

で、学校予算の中で購入し管理しているものがある場合は流用も可能とする。

【内申書等への記載】

ž 単独運営の部活動同様に内申書等に反映すべき部分があれば反映し、単独運営の部活

動と同様の扱いとする。


